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■PEG
2002 年に設立した NPO 法人「CANVAS」は、当初からプログラミング教育に取り組んできたが、海外で

の機運の高まりを受け、日本全国の子どもたちにプログラミング教育を届けるプラットフォームプロジ
ェクト「PEG」（Programming	Education	Gathering）を 2013 年よりスタートさせた。	
	 諸外国でプログラミング教育・CS（Computer	Science）の必修化が進む中、特に注目を浴びているイ
ギリスは、2014 年 9 月より 5 歳から 14 歳の全ての子どもたちが週１時間プログラミングを含め、コンピ
ュータについて全般的に学んでいる。	
	 2008 年には産官学連携でコンピューティング教育を推進する団体「CAS」が設立され、CS 必修化の中
核的役割を果たしている。イギリスでの CS 推進は Google エリック・シュミット氏のイギリス教育への
批判がきっかけとされるが、私たちの活動 PEG も、2013 年にエリック・シュミット氏との共同記者会見
から始まり、Google の支援のもとスタートした。これは日本版 CAS を作る取組でもある。	
	 PEG は日本でのプログラミング必修化を訴え、必修化した際に課題として挙がるカリキュラム不足、指
導者不足、環境整備、支援体制構築、知見の共有に対応すべく活動をしてきた。この教育の考え方や手
法が 2020 年の必修化に当たり概ね受け入れられたと考える。	
	 PEG は「gathering」と称した地域体制づくりに最も力を入れてきた。地域で産官学を含む多様な主体
が連携してプログラミング教育を推進する体制を構築してきた。学校でのプログラミング授業は支援が
必要であり、それを通じた開かれた学校づくりに寄与したい。学校で興味を持った子どもの次の学びの
場を地域で提供したい。	

■CANVAS
これまで CANVAS は、プログラミングを含め協働で創造する学びの場を学校外で 50 万人の子どもたち

に提供してきた。学校は入り込むハードルが高かったことに加え、十数か国を調査して海外での学校外
の学びの場の充実ぶりに感銘を受け、学校外から活動をスタートした。	
当時私が所属していた MIT はじめ多くのア

メリカの大学が夏休みに子ども向けキャンプ
を実施していた。1999 年に設立された ID	Tech
社は 150 の大学でデジタルを活用したサマー
キャンプを提供している。私たちも大学でプ
ログラミング等のサマーキャンプを実施する
ことから活動を始めた。
	 学校外でワークショップを広める方法を、
プラットフォームづくり、拠点づくり、カリ
キュラムのパッケージ化、指導者育成、地域
モデル構築、情報発信拠点づくりの６点で展
開している。その一環で開催している「ワー
クショップコレクション」は２日で 10 万人が
参加する世界最大級の子ども創作イベントに
成長し、ワークショップの広がりを可視化し
ている。最近ではワークショップの中でもプ
ログラミングやデジタルファブリケーション
に子どもたちが殺到する。

■海外の盛り上がりと地域展開
海外においても学校外での取組が盛んになっている。企業がビジネスとして展開する教室も多数ある

が、公益団体が展開する活動にも注目したい。地域でプログラミングを教える CoderDojo は世界 75 カ国
1500 箇所に展開している。学校施設で放課後に展開する codeclub も世界 134 カ国１万クラブ以上に広が
っており、イギリスでは 5400 校で展開している。イングランドの 62％の小学校、77%の中学校では学校
で Computing に関する課外活動が行われているという。	
	 海外にはチルドレンズミュージアムと呼ばれる地域の学びを支援する施設が多数あり、最近ではその
多くがデジタルものづくりの場である tinkering 空間を設けている。プログラミング教育の先駆けで世
界の子ども向けプログラミング言語として圧倒的シェアを誇る Scratch を開発した MITメディアラボも、
活動を始めた当時は地域の IT×創造施設であるコンピュータークラブハウスを IT 企業の支援のもと運
営することで展開していった。	
	 PEG のきっかけは東日本大震災後、被災地で実施したプログラミングのワークショップであるが、その
際の連携団体が継続的に実施する拠点を作るなど、各地のgathering活動が発展的な展開を迎えている。
PEG では 15 地域で gathering を展開してきたが、地域施設において拠点を構築する、地域活動から開始
し学校の授業に導入される、地域一体となった活動に発展し地域活性化につながる等の広がりをみせて
いる。来年は 10 地域で展開予定である。	
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■今後の取組	
	 地域でのコミュニティづくりと合わせて全国で
のプラットフォームにはさらに力を入れる必要が
ある。全国のノウハウや教材等を共有する
「Computer	Science	for	all」というプラットフ
ォーム＋ポータルサイトも立ち上げ、この分野の
オールスターと言えるかたがたに参加してもらっ
ているが、今後は業界団体間を結び、より機能を
強化していく。	
	 また、裾野を広げ、頂点を引き上げる両面の活
動を進めるためコンテストを実施している。裾野
を広げるコンテストとして全国小中学生プログラ
ミング大会を実施し、総務大臣賞も出して頂いて
いるが、トップを引き上げる U22 というコンテス
トもある。今後は合同開催する予定で、裾野を広
げたことで現れた天才キッズを U22 でさらに引き
上げ、IPA「未踏」事業に送り込む一連の流れをつ
くっていきたい。	

	
 

■教育情報化の推進 
	 プログラミング教育推進の課題は、まず実施する環境がないことだ。政府が 2020 年までに１人１台情
報端末をもって学ぶ環境をという方針を打ち出してから 7 年になるが、文科省によればまだ小学校では
5.9 人に１台の状況であり、教育情報化の面で日本は後進国の状況にある。	
	 教育の情報化は、PC＋CD で教材を使っていた「デジタル」教育から、タブレット＋クラウド＋デジタ
ル教科書の「スマート」教育へと移行し、さらに、ウェアラブル端末、ビッグデータ、SNS へと広がりを
みせつつある。さらに今度はロボット、IoT や AI などによるいわば IoT 教育へとコマを進めようという
議論もある。しかし日本はまだスマート教育にも至っていない。	
	
	 このため、CANVAS とは別に 2010 年、「デジタル
教科書教材協議会」（DiTT）を立ち上げ、教育情報
化を推進してきた。このたび政府も動き、デジタル
教科書の制度化などの動きが始まったので、改めて
民間としても次の段階に進む状況にある。DiTTは、
教育の AI・IoT 利用の課題解決、デジタル教材の著
作権処理スキームの構築、リテラシー教育の推進等
に取り組み始めている。IoT/AI と教育に関するテ
ストベッドや教育特区を作るといったことも進め
たい。	
	
	
	 日本は、スマート教育のインフラ整備と先端的な IoT 教育の開発の２点、キャッチアップと世界をリ
ードする取組の双方に取り組むべきであり、これを官民連携で進めることが望ましい。高等教育や幼児
教育の無償化など、教育に政治が強い意欲を見せる中、デジタル対応は費用対効果が高い。政府にはぜ
ひこの政策の優先順位を上げてもらいたい。	




